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論文内容の要旨
20世紀資本主義を特徴づけるのは、アメリカのフォード社から始まった大量生産である。そして、大量
生産を支える技術は塑性加t技術である。本稿で分析の対象とする金型は、この塑性加工段術の要である。
1970年代以降、け本の自動車や家電をはじめとする量産型機械工業は、高い国際競争力を発揮し、その牛.
崖システムは「りーン生芹，システムJとして国際的に注目を集めてきた。こうした日本の量産型機械[-業
の高い国際競争力を主えた背景には、当該て業にとって不可欠なツールである金型を供給・する金型産業が、
高い同際競争力をもって存存してきたことをあげることが出米る。そこで、本給では、日本の令型l辛業の
競争優位の規定要困を以下の視角から分析する。
第一に、日本における金型の生産形態および生産構造を験討する。日本の金型産業の特徴は、欧米には
みられない金型専業メーカーが存存し、金型が産業として独守.していることである。そしてこの金m専業
メーカーが量産型機械工業の高度に発達した社会的分業構造に対応して階層構造を形成し、金型の合理的
な供給体制を構築しているということである。この点、をアメリカの金型の生産形態と比較して分析する。
第二に、ユーザーと金型メーカーとの取引備造を検討する。金型メーカーが技術的優位性をユーザーに
対して持つ関係、および、ユーザーからメーカーに対してコストダウン圧力がかかる関係が、日本に独特
な取引慣行によって形成されている。この取引構造そのものが、ユーザーが、高い品質の金型を低コスト
で調達できるメカニズムとして機能している。この金型産業における取引構造を欧米のそれと比較し分析
する。
第三に、金型産業へのNC工作機械、 CAD/C酬を中心とする情報機器の普及について検討する。製品の
品質・精度を基本的に決定するのは生産T肢である工作機械である。高価ではあるが、高精度を出せるこ
うした情報機器が巾小企業性を特徴とする金型産業に急速に普及したことの意味は大きい。他方で、金刑
はその作製には高度な技能を要する。この技能の問題も含めて、金担産業への情報機器の普及した理由お
よびこの普及が競争力に如何に結実するかを分析する。以卜に述べた、生産構造、取引構造および技術と
いう三つの視角から円本の金型産業の競争力の規定要因をみる。
ところで、日本の金型産業の歴史は浅く、産業として確立寸るのは1950年代である。そして競争力をも
つようになるのは、 ]970年代後半以降とりわけ80年代である。故に、原史の浅い日本の金出産業が如何に
形成され、 80年代以降の競争力に結実していくのか、この点を分析する必要がある。そこで、府史的に以
下の点を分析する。
第四に、日本において金型が産業として暗立し、近代化していく l由i期となった1956年に施行された機械
工業振興臨時指嵩法について検討する。同法を契機として日本金型工業会が結成され、この工業会を挺了ー
に近代化が進められ、金型技術の標準化・士字化が図られ、その後の発展の礎が築かれた。この点、を分析
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する。
第五に、第四に述べた産業政策を背景として、金型メーカーレベルでどのように技術の高度化が図られ
たのかを検討する。急速に成長する自動車、家電をはじめとする需要産業の要請に応えるべく、机用工作
機主体の金明製造から工作機械を多様化させ、技術の高度化をド!る。この高度化の過程は同時に余塑メー
カーの階層化の過程でもある。この歴史的過程が1980年以降の競争力に結実していく。
本稿では、以上のtiつの視角にもとづいて日本金型産業の競争優位の源泉について分析した。
論文審査の結果の要旨
日本の量産型機械工業は、 1970年代の後半から90年代初頭まで高いレベルの国際競争力を維持してきた。
提出された学位請求論文は、この競争力の基礎となったものが日本の金型産業の競争優位であるとして、
その競争優位・の源泉を総合的にとらえようとしたものである。 1970午代以降の日本の金型工業の競争優位
そのものは事実の問題として広く認められているが、{同々の金型企業は機械工業の規撲としては比較的に
小規模であるためか、その重要性にもかかわらず今日まで、の先行研究はきわめて少ない。その意味で本論
文は課題それ自体としてオリジナリティを主張できるものである。また、競争優位の源東を金型メーカー
の社会的分業構造における位置、分業構造の中での取引構造、令市メーカー内部での情報化と熟練労働と
いう按術と労働の問題、金型専業メーカーの歴史的形成過程と産業政策の般討といった諸側面から明らか
にしようとする方法は博士(商学)の範鴎のものと認められる。
論文は、まず日本の金fl!?虚業の現状を慨括した後、社会的分業構造が発展し、余型専業メーカーが成立
していることそのものを日米聞の比較を通じて日本の金型産業の特徴として指摘する。そして、さらに金
型メーカーの聞に分業関係が構築され取引が多様化されていることが金型という特殊な生産部門に適合的
であったことを示す。こうした社会的分業の中で日本の金型企業は中小企業としての性格を強めることに
ならざるを得ないが、金型のユーザーは一般に大企業である。ここで論者は、中小企業であるメーカーと
大企業であるユーザーとの聞の取引関係を検討し、 『技術的に対等な関係」と「尚取引上の不'f-等Jとい
う向者の関係を抽出しているが、その指摘はもとより素材もまたヒアリングを含むオリジナルなものであ
る。
ついで、金型生産における技術と技能の問題が検討される。余別製作の技術的な特性が高精度の加工に
あることはL、うまでもなく、これが高難伎の技能を要求することも明らかであるが、今日では情報技術の
発展を背景として高度の技術と高度の技能をともに必要とするものとなった。ここでは「片手にコンビュ
ー夕、片手にヤスリ」とも評される金型生産の実態を示し、日本の金型産業では、積極的に新鋭の工作機
械が導入されたこと、および、 「経験的に穣得された客観的知識と経験的に体得された技能というこつの
執練が結のして一つの競争力を形成している」ことが不されている。
最後に論文は、日本の金型産業の歴史的形成過程を述べる。ここでは産業政策とりわけ1956年の機械工
業娠興臨時措置法の制定と1957年の日本金型工業会の成立が金型専業メーカーの近代化におよぼした影響
が示される。日本の金押収ーカーが強L、国際競争力を持つのは1970年以降であるが、その基礎が1950年代
末に作られ、 1970作イtのーr作機械のNC化とともにその競争力が爆発的に顕在化したという歴史的な統括は
十分に説得的である。
分析において利用されている資料は、論者が直接にヒアリングなどにより入手したオリジナルなものを
含み、また、課題と論証の関係も妥当なものと認められる。これらの点で審査委員会は本論文を博士(商
学)の学何請求論文として合格と認めた。
しかし、学位授与に十分と認められる本論文であるが若干の問題がないわけではない。とくに国際競争
力を分析する上では、国際競争の相手んであるアメリカおよびドイツ、そして近年では東アジア諸問をも
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分析しなければならないであろうが、この点の分析はなお不十分と言わざるを得ないo rコンビュータを
軽視したドイツJ、 「ヤスリを軽視したアメリカ」という論文中の指摘をさらに内容のあるものにしてい
くことは論者のみならず関連諸分野の研究者全体の今後の課題であろう。
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